
社会福祉課

援護恩給担当
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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B86
特定中国残留邦人等生活支援給付金 民生費 中国帰国者しあわせ支援事業費

宣言項目   

分野施策 061454 多様な主体による地域社会づくり

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

 

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 △5,293 △4,068 △1,225 22,086

現計額 27,379 16,648 10,731

令和 2年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

社会福
祉費

遺家族等援護
費

事 業
期 間

平成20年度～ 根 拠
法 令

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国
残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

　老齢基礎年金を受給してもなお生活の安定が十分に図
れない特定中国残留邦人等に対して、老齢基礎年金制度
による対応を補完するものとして、生活支援給付金を支
給する。
　なお生活支援給付金は、中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律に特別の定めがある場合の
ほか、生活保護法の規定の例によることとされている。
※特定中国残留邦人等とは
　明治４４年４月２日～昭和２１年１２月３１日の間に
生まれ、かつ昭和３６年４月１日以後に初めて永住帰国
した中国残留邦人等をいう。
（１）特定中国残留邦人等生活支援給付金未執行分の減

（１）事業内容
　　　　老齢基礎年金を受給してもなお生活の安定が十分に図れない特定中国残留邦人等に対して、老齢基礎年金
　　　制度による対応を補完するものとして、生活支援給付金を支給する。

（２）事業計画
　　　ア当初予算　22,024千円　→　（補正後）16,730千円（△5,293千円）
　　　　（ア）町村の特定中国残留邦人等に対する生活支援給付金
　　　　　　　　支援対象人数・期間（当初）6世帯11人　→（補正後）4世帯7人（4～12月）・6世帯11人（1～3月）
　　　　　　　　　　　　　　　 当初予算　21,504千円　→（補正後）16,600千円（△4,904千円）
　　　　（イ）町村の単身の特定配偶者に対する配偶者支援金
　　　　　　　　支援対象人数（当初）1人（4～3月）　→（補正後）1人（1～3月）
　　　　　　　　　　　　　　　　当初予算　520千円　→（補正後）131千円（△389千円）
　　　イ　当初見込みと同じ
　　　ウ　当初見込みと同じ
　　　
（３）事業効果
　　　特定中国残留邦人等の生活の安定が図られる。

（４）補正予算の概要
　　　町村の特定中国残留邦人等に対する生活支援給付金について、新規認定を考慮し6世帯11人を見込んでいが、
    4世帯 7人にとどまっているため、4月分から12月分を減額する。

右（２）事業計画のうち
ア（ア）（国3/4・県1/4）、（イ）国10/10
イ 国3/4（県1/4）市0
ウ（県10/10）

人件費：本庁　9,500千円×0.1人＝950千円
　　　　地域　9,500千円×0.1人＝950千円

補正後の
予算額
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